
（注 意）

１ 係員の指示があるまで、この問題用紙を開かないこと。

２ 解答は、別紙解答用紙によること。

３ 解答用紙に受験番号及び氏名を記入し、コード記入欄には注意事項をよく読

んでから正確に記入すること。

（受験番号及び氏名の記入のないものは採点しない。）

４ 各問ごとに、正解と思う語句に付されている番号を解答用紙の所定の欄に�

つ表示すること。

５ この問題の解答は、試験実施に関する官報公告の日（平成２６年�月１１日）に

施行されている法令等によること。

６ この問題は、問�から問�までの�問であるので、確認すること。

７ この問題用紙は、試験時間中（１５時５０分まで）の持ち出しはできません。

８ この問題用紙を破って解答等を写して持ち帰ることはできません。

〇選
第 ４６ 回

選 択 式 試 験 問 題
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【注意事項】

本試験における出題は、根拠となる法律、政令、省令、告示、通達に、「東日本

大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律（平成２３年法律第

４０号）」をはじめとする東日本大震災に関連して制定、発出された特例措置に係る

ものは含まれません。

【法令等略記凡例】

本試験問題文中においては、下表左欄の法令名等を右欄に示す略称により記載し

ています。

法 令 等 名 称 法 令 等 略 称

労働者災害補償保険法 労 災 保 険 法

労働者災害補償保険法施行規則 労災保険法施行規則

労働者災害補償保険 労 災 保 険

労働保険の保険料の徴収等に関する

法律
労働保険徴収法

労働保険の保険料の徴収等に関する

法律施行規則
労働保険徴収法施行規則

高年齢者等の雇用の安定等に関する

法律
高年齢者雇用安定法

労働者派遣事業の適正な運営の確保

及び派遣労働者の保護等に関する法

律

労働者派遣法

雇用の分野における男女の均等な機

会及び待遇の確保等に関する法律
男女雇用機会均等法
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労働基準法及び労働安全衛生法

〔問 １〕 次の文中の の部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め、完全

な文章とせよ。

１ 最高裁判所は、労働基準法第３９条に定める年次有給休暇権の成立要件

に係る「全労働日」（同条第�項、第�項）について、次のように判示した。

「法３９条�項及び�項における前年度の全労働日に係る出勤率が�割以

上であることという年次有給休暇権の成立要件は、法の制定時の状況等を

踏まえ、労働者の責めに帰すべき事由による欠勤率が特に高い者をその対

象から除外する趣旨で定められたものと解される。このような同条�項及

び�項の規定の趣旨に照らすと、前年度の総暦日の中で、就業規則や労働

協約等に定められた休日以外の不就労日のうち、労働者の責めに帰すべき

事由によるとはいえないものは、不可抗力や使用者側に起因する経営、管

理上の障害による休業日等のように当事者間の衡平等の観点から出勤日数

に算入するのが相当でなく全労働日から除かれるべきものは別として、上

記出勤率の算定に当たっては、出勤日数に算入すべきものとして全労働日

に Ａ と解するのが相当である。

無効な解雇の場合のように労働者が使用者から正当な理由なく就労を拒

まれたために就労することができなかった日は、労働者の責めに帰すべき

事由によるとはいえない不就労日であり、このような日は使用者の責めに

帰すべき事由による不就労日であっても当事者間の衡平等の観点から出勤

日数に算入するのが相当でなく全労働日から除かれるべきものとはいえな

いから、法３９条�項及び�項における出勤率の算定に当たっては、出勤

日数に算入すべきものとして全労働日に Ａ というべきである。」

― １ ― ◇Ｍ２（４４０―６１）



２ 小売業、飲食業等において、いわゆるチェーン店の形態により相当数の

店舗を展開して事業活動を行う企業における比較的小規模の店舗において

は、店長等の少数の正社員と多数のアルバイト・パート等により運営され

ている実態がみられるが、この店舗の店長等については、十分な権限、相

応の待遇等が与えられていないにもかかわらず労働基準法第４１条第�号

に規定する「監督若しくは管理の地位にある者」（以下「管理監督者」とい

う。）として取り扱われるなど不適切な事案も見られることから、平成２０

年�月�日付け基発第０９０９００１号通達「多店舗展開する小売業、飲食業等

の店舗における管理監督者の範囲の適正化について」が出されており、同

通達によれば、これらの店舗の店長等が管理監督者に該当するか否かにつ

いて、職務内容、責任と権限、勤務態様及び賃金等の待遇を踏まえ、総合

的に判断することとなるとされており、このうち「賃金等の待遇」について

の判断要素の一つとして、「実態として長時間労働を余儀なくされた結

果、 Ｂ において、店舗に所属するアルバイト・パート等の賃金額

に満たない場合には、管理監督者性を否定する Ｃ となる」ことが

あげられている。

３ 労働安全衛生法第６６条の�においては、健康診断実施後の措置に関

し、事業者は、健康診断の結果についての医師又は歯科医師の意見を勘案

し、「その必要があると認めるときは、当該労働者の実情を考慮して、就

業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措

置を講ずるほか、作業環境測定の実施、施設又は設備の設置又は整備、当

該医師又は歯科医師の意見の Ｄ 又は労働時間等設定改善委員会

（労働時間等の設定の改善に関する特別措置法第�条第�項に規定する労

働時間等設定改善委員会をいう。）への報告その他の適切な措置を講じなけ

ればならない。」と規定されている。
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４ 労働安全衛生法第８０条においては、都道府県労働局長は、同法第７８条

第�項の規定に基づき事業者に対して安全衛生改善計画の作成の指示をし

た場合において、専門的な助言を必要とすると認めるときは、当該事業者

に対し、労働安全コンサルタント又は労働衛生コンサルタントによる安全

又は衛生に係る診断を受け、かつ、安全衛生改善計画の作成について、こ

れらの者の意見を聴くべきことを Ｅ ことができる旨規定されてい

る。

選択肢

 安全委員会若しくは衛生委員会  影響を与えない

 影響を与えるもの  衛生委員会

 衛生委員会若しくは安全衛生委員会

 勧奨する  考慮要素

 参 考  産業医

 時間単価に換算した賃金額  指示する

 指導する  重要な要素

 総賃金額  含まれない

 含まれるもの  平均賃金額

 補強要素  命ずる

 役職手当額
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労働者災害補償保険法

〔問 ２〕 次の文中の の部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め、完全

な文章とせよ。

１ 政府は、障害補償年金を受ける権利を有する者が死亡した場合におい

て、その者に支給された当該障害補償年金の額及び当該障害補償年金に係

る Ａ の額の合計額が、当該障害補償年金に係る障害等級に応じ、

労災保険法により定められている額に満たないときは、その者の遺族に対

し、その請求に基づき、保険給付として、その差額に相当する額の障害補

償年金差額一時金を支給する。その定められている額とは、障害等級が第

�級の場合、給付基礎日額の Ｂ である。

２ 障害補償年金差額一時金を受けるべき遺族の順位は、労働者の死亡の当

時その者と生計を同じくしていた配偶者、子、父母、孫、 Ｃ の順

序であり、それらの者がいない場合には、生計を同じくしていなかった配

偶者、子、父母、孫、 Ｃ の順序である。

３ 政府は、当分の間、労働者が業務上の事由により死亡した場合における

当該死亡に関しては、遺族補償年金を受ける権利を有する遺族に対し、そ

の請求に基づき、保険給付として、遺族補償年金前払一時金を支給する

が、遺族補償年金前払一時金の額は、給付基礎日額の Ｄ に相当す

る額とされている。
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４ 労災保険の加入手続について行政機関から指導等を受けたにもかかわら

ず、手続を行わない期間中に業務災害が発生し、例えば遺族補償一時金が

支払われた場合、事業主が「故意」に手続を行わないものと認定され、支給

された当該遺族補償一時金の額の１００％が費用徴収される。

上記災害の発生が、労災保険の加入手続について行政機関から指導等を

受けてはいないものの、労災保険の適用事業となったときから�年を経過

して、なお手続を行わない期間中である場合は、事業主が「重大な過失」に

より手続を行わないものと認定され、支給された当該遺族補償一時金の額

の Ｅ が費用徴収される。

選択肢

 ２０ ％  ４０ ％

 ６０ ％  ８０ ％

 �年分、�年分、�年分

 ２００日分、４００日分、６００日分、８００日分、１０００日分

 ３１３日分  ５００日分、１０００日分

 ５６０日分  １０５０日分

 １２００日分  １３４０日分

 兄弟姉妹  兄弟姉妹及びその配偶者

 障害一時金  障害給付

 障害年金  障害補償年金前払一時金

 祖父母  祖父母及び兄弟姉妹
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雇 用 保 険 法

〔問 ３〕 次の文中の の部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め、完全

な文章とせよ。

１ 雇用保険法第１０条の�第�項は、「偽りその他不正の行為により失業等

給付の支給を受けた者がある場合には、政府は、その者に対して、支給し

た失業等給付の全部又は一部を返還することを命ずることができ、また、

厚生労働大臣の定める基準により、当該偽りその他不正の行為により支給

を受けた失業等給付の Ａ 以下の金額を納付することを命ずること

ができる。」と規定している。

２ 雇用保険法第２２条第�項において、受給資格者で厚生労働省令で定め

る理由により就職が困難なものに係る所定給付日数は、同条が規定する算

定基礎期間が�年であり、当該基本手当の受給資格に係る離職の日におい

て４５歳である受給資格者にあっては Ｂ とされている。

３ 雇用保険法第５６条の�第�項において、就業促進手当の額は、厚生労

働省令で定める安定した職業に就いた者であって、当該職業に就いた日の

前日における基本手当の支給残日数が当該受給資格に基づく所定給付日数

の�分の�以上であるものについては、基本手当日額に支給残日数に相当

する日数に Ｃ （その職業に就いた日の前日における基本手当の支

給残日数が当該受給資格に基づく所定給付日数の�分の�以上であるもの

にあっては、 Ｄ ）を乗じて得た数を乗じて得た額（同一の事業主の

適用事業にその職業に就いた日から引き続いて�か月以上雇用される者で

あって厚生労働省令で定めるものにあっては、当該額に、基本手当日額に

支給残日数に相当する日数に Ｅ を乗じて得た数を乗じて得た額を

限度として厚生労働省令で定める額を加えて得た額）とされている。
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選択肢

 １０分の�  １００分の１５

 １０分の�  １０分の�

 １０分の�  １００分の４５

 １０分の�  １０分の�

 １００分の６７  １０分の�

 １００分の７５  １０分の	

 １２０日  １５０日

 ３００日  ３６０日

 額に相当する額  額の�倍に相当する額

 額の�倍に相当する額  額の�倍に相当する額
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労務管理その他の労働に関する一般常識

〔問 ４〕 次の文中の の部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め、完全

な文章とせよ。

女性が出産・育児と仕事を両立させるには、配偶者の協力が不可欠であ

る。しかし、男性の育児休業取得率は、「平成２４年度雇用均等基本調査（厚

生労働省）」によると、２０１２年で Ａ にとどまっており、この割合を

将来的に高めていくことが、政府の政策目標の一つとなっている。

一般雇用主であって、常時雇用する労働者が Ｂ 以上の企業は、次

世代育成支援対策推進法（平成１５年法律案１２０号）に基づいて、従業員の仕

事と子育ての両立を図るために一般事業主行動計画を策定し、一般への公

表、従業員への周知、所轄都道府県労働局長への提出による厚生労働大臣へ

の届出が義務づけられている。

労働時間の実態を知る上で有効な統計調査は、事業所を対象として行われ

ている Ｃ である。この調査は、統計法に基づいて行われる

Ｄ であり、調査対象となった事業所に対して報告の義務を課してお

り、報告の拒否や虚偽報告について罰則が設けられている。

Ｃ は、労働時間の他に、常用労働者数、パートタイム労働者数、

現金給与額、 Ｅ についても調べている。

選択肢

 約�％  約�％  約�％  約�％

 １０１人  ２０１人  ３０１人  ５０１人

 一般統計調査  基幹統計調査  裁量労働対象者数

 悉皆統計調査  就労条件総合調査  出勤日数

 賃金労働時間等制度総合調査  年俸制対象者数

 標本統計調査  毎月勤労統計調査  有給休暇日数

 労働力調査
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社会保険に関する一般常識

〔問 ５〕 次の文中の の部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め、完全

な文章とせよ。なお、本問は平成２５年版厚生労働白書を参照している。

１ 児童手当制度については、「児童手当法の一部を改正する法律」が、平成

２４年�月に成立し、同年�月�日から新しい児童手当制度が施行され

た。

これにより児童手当は、所得制限額（例：夫婦・児童�人世帯の場合は

年収９６０万円）未満の方に対して、 Ａ については児童�人当たり

月額�万�千円を支給することになった（所得制限は同年�月分から適

用。）。

２ 我が国の介護保険制度における介護サービスの利用者は、在宅サービス

を中心に着実に増加し、平成２２年には４００万人を超えた。

Ｂ とは、重度な要介護状態になっても、住み慣れた地域で自分

らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、おおむね３０分

以内に必要なサービスが提供される中学校区などの日常生活圏域内におい

て、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく、有機的

かつ一体的に提供される体制のことをいう。

平成２３年度の介護費用は８．２兆円だが、高齢化がさらに進展し、団塊

の世代が７５歳以上となる Ｃ には、介護費用は約２１兆円になるこ

とが見込まれる。介護保険制度の持続可能性を確保するために、介護給付

の重点化・効率化や負担の在り方についても併せて検討していく必要があ

る。
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３ 加入する事業所の約�割が従業員１０人未満である全国健康保険協会（協

会けんぽ）は、平成２０年１０月に発足したが、発足直後の経済状況の大幅

な悪化等により、平均保険料率は平成２２年から平成２４年まで�年連続で

引き上げられた。こうした状況を踏まえ、平成２２年度から平成２４年度ま

でに講じられてきた協会けんぽの保険給付費等に対する国庫補助率を

１３％から Ｄ に引き上げる、後期高齢者支援金の負担方法につ

いて、被用者保険者が負担する後期高齢者支援金の Ｅ を各被用者

保険者の財政力に応じた負担（総報酬割）とする措置を、平成２６年度まで

�年間継続すること等を内容とする「健康保険法等の一部を改正する法律

案」が平成２５年通常国会に提出され、同年�月に可決・成立した。

選択肢

 １４．６％  １５．５％

 １６．４％  １８．３％

 �分の�

 �歳から小学生の第�子、第�子と、中学生

 �歳未満と、�歳から小学生の第�子以降

 �分の�  �分の�

 �分の�  �歳から中学生の第�子、第�子

 �歳未満と、�歳から中学生の第�子以降

 地域支援事業  地域包括ケアシステム

 日常生活自立支援事業  平成３２年

 平成３７年  平成４２年

 平成４７年  包括的ケアマネジメント

― １０ ― ◇Ｍ２（４４０―７０）



健 康 保 険 法

〔問 ６〕 次の文中の の部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め、完全

な文章とせよ。

１ 特例退職被保険者の標準報酬月額は、その特定健康保険組合の前年（�

月から�月までの標準報酬月額については前々年。以下同じ。）の

Ａ における特例退職被保険者以外の全被保険者の同月の標準報酬

月額を平均した額と前年の全被保険者の標準賞与額を平均した額の１２分

の�に相当する額との Ｂ に相当する額の範囲内において規約で定

める額となる。

２ 入院時生活療養費の額は、当該生活療養につき生活療養に要する平均的

な費用の額を勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額

（その額が現に当該生活療養に要した費用の額を超えるときは、当該現に

生活療養に要した費用の額）から、平均的な家計における食費及び光熱水

費の状況並びに病院及び診療所における生活療養に要する費用について

Ｃ に規定する食費の基準費用額及び居住費の基準費用額に相当す

る費用の額を勘案して厚生労働大臣が定める額（所得の状況、病状の程

度、治療の内容その他の事情をしん酌して厚生労働省令で定める者につい

ては別に定める額。以下「生活療養標準負担額」という。）を控除した額とす

る。

厚生労働大臣が告示で定める生活療養標準負担額は、低所得者以外の者

については、以下の額となっている。なお、�日の生活療養標準負担額の

うち食事の提供に係るものの額は、�食に相当する額を限度とする。

 下記以外の者―�日につき Ｄ 円と�食につき４６０円又は

４２０円との合計額

 病状の程度が重篤な者又は常時の若しくは集中的な医学的処置、手術

その他の治療を要する者として厚生労働大臣が定める者―�日につき

Ｅ 円と�食につき２６０円との合計額

― １１ ― ◇Ｍ２（４４０―７１）



選択肢

 �  １００

 １３０  １６０

 ２１０  ３２０

 ３４０  ４００

 �月３１日  �月�日

 �月�日  �月３０日

 介護保険法  合算額

 合算額に�を乗じた額  合算額の�分の�

 合算額の�分の�  健康保険法

 高齢者の医療の確保に関する法律

 生活保護法

― １２ ― ◇Ｍ２（４４０―７２）



厚 生 年 金 保 険 法

〔問 ７〕 次の文中の の部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め、完全

な文章とせよ。

１ 年金特別会計の厚生年金勘定の積立金（以下「積立金」という。）の運用

は、厚生労働大臣が、厚生年金保険法第７９条の�に規定される目的に

沿った運用に基づく納付金の納付を目的として、 Ａ に対し、積立

金を Ｂ することにより行うものとする。

２ 障害手当金は、疾病にかかり、又は負傷し、その傷病に係る初診日にお

いて被保険者であった者が、当該初診日から起算して Ｃ を経過す

る日までの間におけるその傷病の治った日において、その傷病により政令

で定める程度の障害の状態である場合に、その者に支給する。

３ 障害手当金の額は、厚生年金保険法第５０条第�項の規定の例により計

算した額の１００分の２００に相当する額とする。ただし、その額が障害等級

�級の障害厚生年金の最低保障額に Ｄ を乗じて得た額に満たない

ときは、当該額とする。

４ 年金たる保険給付の受給権者が死亡したため、その受給権が消滅したに

もかかわらず、その死亡の日の属する月の翌月以後の分として当該年金た

る保険給付の過誤払が行われた場合において、当該過誤払による返還金に

係る債権に係る債務の弁済をすべき者に支払うべき年金たる保険給付があ

るときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該年金たる保険給付の

支払金の金額を当該過誤払による返還金に係る債権の金額 Ｅ こと

ができる。

― １３ ― ◇Ｍ２（４４０―７３）



選択肢

 １．２５  １．５

 �  �

 � 年  �年�か月

 � 年  � 年

 移 管  委 託

 寄 託  財務省

 資産管理運用機関  と相殺する

 に充当する  日本年金機構

 に補填する  年金積立金管理運用独立行政法人

 の内払とみなす  預 託

― １４ ― ◇Ｍ２（４４０―７４）



国 民 年 金 法

〔問 ８〕 次の文中の の部分を選択肢の中の最も適切な語句で埋め、完全

な文章とせよ。

１ 政府は、少なくとも Ａ 年ごとに、保険料及び国庫負担の額並び

に国民年金法による給付に要する費用の額その他の国民年金事業の財政に

係る収支について、その現況及び Ｂ 期間における見通しを作成し

なければならない。

この Ｂ 期間は、財政の現況及び見通しが作成される年以降おお

むね Ｃ 年間とする。

２ 故意の犯罪行為若しくは重大な過失により、又は正当な理由がなくて

Ｄ ことにより、障害若しくはその原因となった事故を生じさせ、

又は障害の程度を増進させた者の当該障害については、これを支給事由と

する給付は、その Ｅ ことができる。

選択肢

 �  �

 �  １０

 ２５  ３０

 ５０  １００

 医師の診察を拒んだ  財政均衡

 財政計画  収支均衡

 将来推計  全額の支給を停止する

 全部を一時差し止める  全部又は一部を一時差し止める

 全部又は一部を行わない  当該職員の指導に従わない

 当該職員の診断を拒んだ  療養に関する指示に従わない

― １５ ― ◇Ｍ２（４４０―７５）


